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地震防災戦略等について

内閣府 参事官（地震・火山対策担当）
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阪神・淡路大震災の教訓と対策

• 災害に強いまちづくり
地震防災対策特別措置法
耐震改修促進法、密集市街地法
各種耐震基準の見直し

• 災害応急対策
総理官邸への緊急参集チーム
地震早期被害予測システムEES
中央防災無線網
広域応援協定、医療搬送・広域輸送アクションプラン

• ボランティア活動支援のための制度充実
• 災害復旧・復興
生活再建支援法、居住安定
激甚災基準見直し



阪神・淡路大震災後の対策の課題

様々な防災対策の改善

形式は整えられた 実効性が問題

• 形式的防災体制や訓練等
ex. 広域応援協定は結ばれたが 行動計画は無い

• 進まない住宅、学校等の耐震化
• 〃 老朽木造密集市街地の解消

• 〃 都市域のオープンスペースの確保

等



地震防災対策の方向(1)
• 実効性ある防災体制の構築
巨大災害に対する国家戦略の立案

東海地震、東南海・南海地震、首都直下地震等

実践的なマニュアル、情報収集・伝達体制、訓練・・・
どれだけ実効性をもって動けるか？

• 防災対策施設の整備目標の明確化
効率的整備、社会へのアカウンタビリティ

「ものさし」と水準
予算的メリハリ、整備の総合化



地震防災対策の方向(2)

・共助、自助も含めた地震防災体制の確立
行政、企業、個人、NPO等 各主体の参加と役割

地域ぐるみの防災力向上、防災コミュニティ
防災ボランティア参加のバックアップ
ＢＣＰ、防災教育

・防災情報共有化（官民双方向、市民内 等）
情報共有プラットフォーム

・防災での市場メカニズムの導入
防災性を高める商品・サービス等の評価



新たな防災行政の視点 平成16年版 防災白書

成果重視の防災行政へ
～ニュー・パブリックマネジメント（NPM)～

• 業績や成果についての目標設定、責任の明確化

• 事業の結果を事後的に評価し、施策にフィード
バック

• 目標達成に向けた柔軟で効率的な行政運営

• ｢手続き重視」から｢成果志向」へ



地震防災戦略

•今回は、「東海地震」、
「東南海・南海地震」が
対象

•「首都直下地震」等は、
被害想定を実施し、大
綱が定められた後、地
震防災戦略の策定に
着手。

対象地震

被害想定を実施し、
大綱が定められた大
規模地震

対象期間

•１０年間
（ ３年ごとにフォローアップ）

平成１７年３月中央防災会議決定

被害要因の分析

効果的な対策を選定

戦略的に集中して推進



東海地震 と 東南海・南海地震

東海地震

「いつ発生してもおかしくない」

（東海地震対策大綱ｰH15.5）
東南海・南海地震

「今世紀前半にも発生が懸念されている」

「今後１０年程度経過した段階で東海地震が発生し
ていない場合には、（東海地震と東南海・南海地震
が連動して発生する可能性も生じてくると考えられ
るため、）東海地震対策と合わせて本大綱を見直
す」

（東南海・南海地震対策大綱ｰH15.12）



東南海・南海地震 震度分布



東南海・南海地震の被害想定
（建物全壊棟数）

• 揺れ 約１７万棟

• 液状化 約 ８万棟

• 津波 約 ４万棟

• 火災 約 １万棟(風速 3m/s)
約 ４万棟(風速15m/s)

• 崖崩れ 約 ２万棟

合計 約 ３３～３６万棟

（水門閉鎖不能時 ＋１．６万棟）

朝５時発生のケース



東南海・南海地震の被害想定
（死者数）

• 揺れ 約 ６，６００人

• 津波 約 ３，３００人（避難意識：高）

約 ８，６００人（避難意識：低）

• 火災 約 1００人(風速 3m/s)
約 5００人(風速15m/s)

• 崖崩れ 約 ２，１００人

合計 約 １２，１００～１７，８００人
（水門閉鎖不能時 ＋１．４００～３，２００人）

朝５時発生のケース



東南海・南海地震の被害想定
（経済的被害）

 

東南海＋南海 
（参考） 

東海＋東南海＋南海 

（参考） 

東海 

直接被害 

（個人住宅、企業施設、ライフライン等）
約２９～４３兆円 約４０～６０兆円 約１９～２６兆円 

間接被害 

生産停止による被害 

東西間幹線交通寸断による被害

地域外等への波及 

約９～１４兆円 

約４～５兆円 

  約０．３～１兆円 

    約５～８兆円 

約１３～２１兆円 

約５～８兆円

  約０．５～２兆円

   約７～１１兆円

約７～１１兆円 

約３兆円 

  約０．５～２兆円 

    約４～６兆円 

合 計 約３８～５７兆円 約５３～８１兆円 約２６～３７兆円 

※発生時間や火災等の状況により幅がある。 

※過去の地震災害の実態を踏まえて推計。 

※人的被害及び公共土木被害は含まれていない。 



○地域防災力の向上 ○地震発生時の体制確立
・防災教育の充実 ・情報共有化
・自主防災組織の育成 ・公助のための活動拠点整備
・情報手段の整備 ・孤立地域支援(ヘリコプター活用等)
・多量の必需品備蓄 ・防災拠点の整備

・「応急活動要領」の策定

津 波 対 策
○施設整備 ○避難対策
・水門等の自動化 ・避難地・避難路の確保
・堤防の点検・整備 ・住民への情報伝達
・交通路確保(孤立防止) ・津波避難ビルの活用

・ハザードマップの整備
・防災知識の普及 時 間 差発生

○住民意識の啓発

○避難計画・広域応援計画の策定

○応急危険度判定の迅速化

○住宅・公共建築物の耐震化 ○交通網(陸海空)の整備・耐震化

○長周期地震動対策の推進 ○文化財保護対策

予 防 対 策

広 域 防 災

具体的な工程計画

「東南海・南海地震対策大綱」（平成１５年１２月中央防災会議決定）



（平成１７年３月中央防災会議決定）
地震防災戦略（東南海・南海地震）



今後１０年間で死者数、経済被害額を半減

東海地震の地震防災戦略

（減災目標）

死者数

約９，２００人
約４，５００人

約４，７００人減少

（うち、揺れによる
死者数約7,900人）

住宅等の耐震化（※）

津波避難意識の向上

住宅の耐震化に伴う出
火の減少

海岸保全施設の整備

急傾斜地崩壊危険箇
所の対策

約３，５００人減

約７００人減

約３００人減

約１００人減

約９０人減

住宅の耐震化率住宅の耐震化率
75%75%→→９０％へ９０％へ

・「地域住宅交付金制度」の
活用

・税制

・補助制度の拡充

［約4,700人減少の内訳］

（※）

（平成（平成1515年）年）

具体目標の例

（（1010年後）年後）

経済被害額 約３７兆円 約１９兆円

約１８兆円減少

資産喪失（住宅等の耐
震化等）

地域外等への波及

生産活動停止（労働力、
事業用資産の確保）

東西幹線交通寸断（新
幹線高架橋・道路橋の
耐震化等）

約１２兆円減

約３兆円減

約２兆円減

約２兆円減

［約１８兆円減少の内訳］



a. 住宅の耐震化
b. 家具の固定
c. 自主防災組織の育成・充実
d. 急傾斜地崩壊危険箇所の対策
e. 密集市街地の整備
f. 消防団の充実・強化
g. 道路橋の耐震補強
h. 耐震強化岸壁の整備
i. 防災行政無線（同報系）等の整備
j. 避難地（津波避難ビル）の整備・指定
k. 海岸保全施設整備の推進
l. 業務継続の取組の推進
m. 企業の防災の取組の評価
n. 津波防災訓練の実施
o. 津波ハザードマップ作成支援

cf.  新幹線高架橋柱の耐震補強
津波予報の迅速化

「地域具体目標」
関係省庁と相談しつつ、地域の実情に沿った目標を設定

東南海・南海地震の地震防災戦略



a. 住宅・建築物の耐震化【国土交通省】
【具体目標】
住宅の耐震化率90％（全国）を目指す。
（平成15年推計値75％（全国））

【減災効果】 死者数 △約3,700人

b. 家具の固定【内閣府、消防庁】
【具体目標】
家具の固定率を、推進地域等で51％を目指す。

静岡県 53.7%平成15年度 ７０％
東京都 27.8％平成16年度 ５０％
愛知県 31.0％平成15年度 ５０％
その他の県 ？ ５０％

【減災効果】
死者数 △約100人

１
０
年
後

東南海・南海地震の地震防災戦略



住宅等の耐震化に伴う死者数軽減

耐震性のない
建物：全体の
３２％

●木造建築物

Ｈ１２現在

（耐震化率６８％）

目標

（耐震化率９０％） 旧・中築年
（耐震性なし）

（旧築年９％、中築年１１％）

新築年（耐震性あり）

旧・中築年（耐震性あり）

旧・中築年（耐震性なし）

３６％ ６４％
（旧築年２８％、中築年３６％）

８０％

新築年（Ｈ１２以前のもの）
（耐震性あり）

旧・中築年（耐震性あり）

新築年（旧・中築年の建替え）
＋ 耐震改修された旧・中築年

（耐震性あり）

耐震性のない
建物：全体の
１０％

２０％

旧・中築年
（耐震性なし）

１０年後



木造家屋全壊率

６弱５強 ６強 ７



西宮市のプロット

東海、東南海・南海地震被害想定手法に
よる非木造全壊率（年次区分なし）

旧築年

中築年

新築年

15％

11％

3％

（推計震度6.4のとき）

５強 ６弱 ６強 ７５強 ６弱 ６強 ７
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非木造家屋全壊率



■ 建物倒壊等による犠牲者

阪神・淡路大震災における神戸市内の犠牲者のうち、83%
が建物倒壊等による。

83.3%83.3%

12.8%
3.9%

建物倒壊等によるもの

焼死等によるもの

その他 建物倒壊による圧死等



緊急に耐震化を進める必要のある住宅数

全住宅の約1/4、約１,１５０万戸が耐震性を有していないと推計

全住宅数
約４,７００万戸

Ｓ56年以前建築
約１，７５０万戸

耐震性が不足
約１,１５０万戸

平成１5年住宅･土地統計調査(総務庁)、国土交通省推計



学校の耐震化
被災時に多数の住民が避難する小中学校、高等学校等の５４.１％※

について耐震性に疑問
※ ５０．９％ （H16.4 文科省）

うち耐震改修不要

5.7%

うち要改修と診断され

改修済み

5.8%
うち要改修と診断され

改修中 0.5%

昭和56年以前

建築で耐震診断

未実施44.8%

昭和57年以降

建築

33.9%

小中学校等
151,624棟

昭和56年以前建築で

耐震診断実施

21.3%

うち要改修と診断されたが

未改修 9.3%

耐震性あり
45.9%

耐震性に疑問
54.1%

「地震防災施設等の現状に関する全国調査(最終報告)」（平成１５年・内閣府）より作成



学校の耐震化

学校施設の約８割 防災拠点に指定



学校の耐震化



学校の耐震化
今後の学校施設整備

●建て替え 改修（耐震補強）
・倒壊、大破する危険性の大きいもの（1/3、約2,600 万㎡）から優先的に実施

「耐震化優先度調査」事業費概ね 3 兆円（今後5年間）

・公立学校施設の整備の国庫負担・補助の予算額 （平成12～16 年度）

全面建て替え（改築） 3,743 億円
改修（耐震補強） 1,385 億円

●非常用電源や備蓄倉庫、貯水槽等についても整備

「耐震化の推進など今後の学校施設整備の在り方について（文科省・会議、H17.3）」



東南海・南海地震の地震防災戦略

c. 自主防災組織の育成・充実【消防庁】
【具体目標】
推進地域における自主防災組織の組織率93％を目指す。
（平成15年4月1日現在71.1％（推進地域））

d. 急傾斜地崩壊危険箇所の対策【国土交通省】
【具体目標】
急傾斜地の崩壊による災害から保全される戸数について、
平成26年度末で約54万戸（全国）を目指す。
（平成16年度末約42万戸（全国））

【減災効果】
急傾斜地崩壊危険箇所の対策 △約300人



東南海・南海地震の地震防災戦略

e. 密集市街地の整備【国土交通省】
【具体目標】
最低限の安全性として、推進地域全域について
不燃領域率40％以上の確保を目指す。

f. 消防団の充実・強化【消防庁】
【具体目標】
消防団員100万人（全国）を目指す。
（平成16年4月1日現在919,105人（全国））



東南海・南海地震の地震防災戦略

g. 道路橋の耐震補強【国土交通省】
【具体目標】
(1)緊急輸送道路の橋梁
「緊急輸送道路の橋梁耐震補強３箇年プログラム」
（平成17年度～19年度）を策定
高速自動車国道及び直轄国道等は概ね完了、
都道府県管理道路等は「優先確保ルート」を選定し概ね完了
平成16年度末 高速自動車国道：約95％、

直轄国道：約53％、
都道府県管理道路：約49％（全国）

(2)新幹線や高速道路をまたぐ橋梁
「新幹線や高速道路をまたぐ橋梁の耐震補強３箇年プログラム」
（平成17年度～平成19年度）を策定し、概ね補強を完了。
平成16年度末 新幹線をまたぐ橋梁：約28％、

高速道路をまたぐ橋梁：約69％（全国）



東南海・南海地震の地震防災戦略

h. 耐震強化岸壁【国土交通省】
【具体目標】
耐震強化岸壁の整備完了率約70％(推進地域)を目指す。
(平成１６年度 末の整備完了率：約50％(推進地域))

i. 防災行政無線（同報系）等の整備【消防庁】
【具体目標】
防災行政無線（同報系）を全市町村で整備することを目指す。
（平成15年度末整備率70.2％（推進地域））

j. 避難地（津波避難ビル等）の整備・指定

【内閣府、消防庁】
【具体目標】
付近に高台等がなく、津波からの避難が困難な地域を有する
すべての市町村において津波避難ビル等を指定する。
（参考 平成16年全国の沿岸市町村に対する指定市町村率14％）



k. 海岸保全施設整備の推進

【農林水産省、水産庁、国土交通省】
【具体目標】
津波等による災害から一定の水準の安全性が確保されていない
地域の面積を全国で約5万haに減少させることを目指す。
（平成16年度末約13万ha（全国））

【減災効果】
死者数 △約100人

東南海・南海地震の地震防災戦略

l.  業務継続の取組の推進【内閣府】
【具体目標】
業務継続計画を策定している企業の割合を大企業でほぼ全て、
中堅企業において過半を目指す。
（平成16年日本の大企業で策定済み22％、策定中23％、
平成15年アメリカの主要企業で策定済み56％、策定中28％）



海岸保全施設整備

平成16年度 平成26年度

防護面積 30万ha 38万ha

安全性が確保されていない
面積

13万ha 5万ha

合計（防護が必要な面積） 43万ha 43万ha
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m. 企業の防災の取組の評価【内閣府】
【具体目標】
防災に関する取組を評価・公表している企業（上場企業）の割合が
５割程度となることを目指す。
（現在、環境報告書の作成・公表を実施（翌年に予定を含む）している
上場企業が約50%であり、これと同等レベルを目指す。）

n. 津波防災訓練の実施
【消防庁、国土交通省、総務省】
【具体目標】
津波避難訓練の実施のための助言・指導を行うことにより、
全沿岸市町村で津波避難訓練の実施を目指す。
また、国と地方公共団体等が協力して、津波警報等
伝達・通信訓練、水門・陸閘等の閉鎖訓練等の
津波防災総合訓練を毎年実施する。



津波防災訓練の実施

○２００３十勝沖地震に関する調査（東京大廣井・東京経済大吉井ら）

・津波避難訓練に参加した者の避難率 ７４．６％
・津波避難訓練に参加しなかった者の避難率 ４９．２％
避難率の差 ２５．４％

○東海地震についての県民意識調査（H13）（静岡県）

・防災訓練に参加した者の指定避難地認知率 ９２．８％
・防災訓練に参加しなかった者の指定避難地認知率 ７９．８％
認知率の差 １３．０％
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o. 津波ハザードマップの作成支援
【内閣府、消防庁、農林水産省、水産庁、国土交通省】
【具体目標】
今後５年間で津波ハザードマップを津波防災対策が必要な
すべての市町村において策定。
（平成16年調査時点の策定率約17％※）

※重要沿岸地域
（東海、東南海・南海地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震
による津波被害が想定される沿岸域）における状況



東海地震応急対策活動要領 平成平成1515年年1212月月 中防決定中防決定















地震防災マップ（揺れやすさマップ、建物被害マップ） （岡崎市の例）



神奈川県茅ヶ崎市 （中規模都市）

愛知県岡崎市 （中規模都市）

静岡県長泉町 （小規模都市・地方部）

兵庫県神戸市 （大都市）

和歌山県海南市 （小規模都市・地方部）

徳島県鳴門市 （小規模都市・地方部）

佐賀県北茂安町

（小規模都市・地方部）

•大都市におけるモデル

•首都直下の地震、東海地震の発生の可
能性が高い

•東海、東南海、南海地震の発生の可能性が高い

•東海地震の発生の可能性が高い

•東南海、南海地震の発生の可能性が高い

•東南海、南海地震の発生の可能性が高い

•地方部におけるモデル

福島県原町市 （小規模都市・地方部）

•宮城県沖地震の発生の可能性が高い

東京都世田谷区 （大都市）

•首都直下の地震、東海地震の発生の
可能性が高い

（ケーススタディ地域）地震防災マップ
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